
   上越市障害者地域生活支援事業移動支援サービス等実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）がその有する能力及

び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにするため、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

以下「法」という。）第７７条に規定する地域生活支援事業として実施するサービスの利

用に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義等） 

第２条 この要綱において「サービス」とは、次に掲げるサービスをいい、その内容は、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

 ⑴ 移動支援サービス 社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動その他の社会参加のた

めの外出（通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、長期間にわたる外出その他市長が

不適当と認める外出を除く外出であって、原則として１日の期間内で用務を終えるもの

に限る。）における移動のための支援（個別に支援が必要な障害者等に対する支援に限

る。）を行うサービスをいう。 

 ⑵ 生活サポートサービス 法第５条第２項に規定する居宅介護に従事する人を派遣し、

生活援助及び家事援助を行うサービスをいう。 

 ⑶ 日中一時支援サービス 障害者等の日中における活動の場を提供し、見守り、社会に

適応するための日常的な訓練その他の支援を行うサービスをいう。 

 ⑷ 訪問入浴サービス 身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図るため、居宅を訪問し

て浴槽を提供し、入浴の介助を行うサービスをいう。 

（利用対象者） 

第３条 サービスを利用することができる人（以下「利用対象者」という。）は、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める障害者等のうち市内に住所（住所を有しない場合

又は住所が明らかでない場合は、居所。以下同じ。）を有する人又は市長が特にサービス

の利用を必要と認める人とする。 

⑴ 移動支援サービス 屋外での移動が困難な障害者等 

⑵ 生活サポートサービス 法第１９条第１項に規定する介護給付費の支給決定を受けた

障害者等を除く障害者等 

⑶ 日中一時支援サービス 日中において介護を行う人がいない障害者等 

 ⑷ 訪問入浴サービス 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項

の規定により交付された身体障害者手帳の交付を受けた障害者等のうちその障害の程度



が１級又は２級である在宅の障害者等で、次のいずれかに該当する人 

  ア 自宅の浴室又は施設での入浴が困難であること。 

イ 介護を行う人が高齢、疾病等のため入浴の介助を受けられないこと。 

ウ 感染症等により当該サービス以外の入浴サービスを受けられないこと。 

 （利用の申請等） 

第４条 障害者又は障害児の保護者は、利用対象者がサービスを利用しようとするときは、

上越市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成１８ 

年上越市規則第４０号。以下「施行細則」という。）第３条に規定する 

介 護 給 付 
訓 練 等 給 付 
特定障害者特別給 
地域相談支援給 

費 
費 

付費 
付費 

支給申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書を市長に提出しなければならな 

い。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、これを審査し、サービスの利用の可否を 

                                  決定 
 決定したときは、障害者地域生活支援事業利用兼利用者負担額減額・免除  通知書（第 
                                  却下 

 １号様式）により通知するとともに、利用の決定をしたときは、地域生活支援事業受給者

証（第２号様式。以下「受給者証」という。）を交付するものとする。 

 （利用期間等） 

第５条 サービスを利用することができる期間（以下「利用期間」という。）は、前条第２

項の規定による利用の決定（以下「利用決定」という。）のあった日から当該日の属する

月の翌月の初日（利用決定のあった日が月の初日の場合にあっては、同日）から起算して

１年間を上限として、市長が定める期間とする。ただし、生活サポートサービスの利用決

定を受けた人が、利用期間の中途において法第１９条第１項に規定する介護給付費の支給

決定を受けた場合においては、当該支給決定のあった日の前日までとする。 

２ 利用決定を受けた人（以下「利用決定者」という。）は、利用期間が終了した場合は、

受給者証を市長に返還しなければならない。 

 （利用決定の更新） 

第６条 利用決定者は、利用決定に係る障害者等が利用期間の満了後においても引き続きサ

ービスを利用しようとするときは、利用期間の満了する日の１月前から同日の前日までの

間に市長に申請しなければならない。 

 （利用決定の変更等） 

第７条 利用決定者は、利用決定を受けたサービスの種類、量等を変更しようとするときは、 



施行細則第３条に規定する 

介 護 給 付 費 
訓 練 等 給 付 費 
特定障害者特別給付費 
地域相談支援給付費 

支給申請書兼利用者負担額減額・免除等 

 申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、これを審査し、変更の可否を決定したと 

                                   決定 
 きは、障害者地域生活支援事業利用内容変更兼利用者負担額減額・免除変更  通知書（ 
                                   却下 

 第３号様式）により通知するものとする。 

３ 利用決定者は、利用決定に係る障害者等の住所、氏名等に変更があったときは、施行細

則第１０条に規定する申請内容変更届出書により、当該変更のあった日から起算して１４

日以内に市長に届け出なければならない。 

 （受給者証の再交付） 

第８条 利用決定者は、受給者証を破損し、汚損し、又は滅失したときは、施行細則第１１

条に規定する受給者証再交付申請書により市長に届け出なければならない。この場合にお

いて、当該受給者証を破損し、又は汚損した場合にあっては、当該受給者証を添えて届け

出なければならない。 

２ 市長は、前項の届出があったときは、速やかに受給者証を再交付するものとする。 

（利用決定の取消し） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、利用決定を取り消すことができる。

ただし、第２号の規定は、法第１９条第３項の規定により支給決定を受けた障害者等に対

しては、適用しない。 

 ⑴ 利用決定に係る障害者等が死亡したとき。 

 ⑵ 利用決定に係る障害者等が第３条に定める要件に該当しなくなったと認めるとき。 

 ⑶ 利用決定者が偽りその他不正な手段により利用決定を受けたとき。 

２ 利用決定者は、前項の規定により利用決定を取り消されたときは、速やかに受給者証を

市長に返還しなければならない。 

（受給者証の提示） 

第１０条 利用決定者は、利用決定に係る障害者等がサービスを利用しようとするときは、

当該サービスを提供する第１４条第２項の規定により登録の決定を受けた事業者（以下

「登録事業者」という。）に受給者証を提示しなければならない。 

（費用の負担） 

第１１条 利用決定者は、利用決定に係る障害者等がサービス（日中支援サービスのうち食

事の提供に係るサービス（以下「食事サービス」という。）を除く。）を利用したときは、



サービスに要した費用の額（以下「費用」という。）の１００分の１０に相当する額を当

該サービスを提供した登録事業者（以下「サービス提供事業者」という。）に支払うもの

とする。ただし、費用が別表第１に定める基準により算定された額（以下「基準額」とい

う。）を超えるときは、当該基準額の１００分の１０に相当する額と費用から当該基準額

を減じて得た額との合計額をサービス提供事業者に支払うものとする。 

２ 利用決定者は、利用決定に係る障害者等が食事サービスを利用したときは、食事サービ

スに要する費用の額（以下「実費」という。）をサービス提供事業者に支払うものとする。

ただし、利用決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、実費の３分の１に相当する

額（実費が１日につき６３０円を超える場合は、２１０円と実費から６３０円を減じて得

た額との合計額）をサービス提供事業者に支払うものとする。 

⑴ 次に掲げる利用決定者の区分に応じ、次に定める場合 

ア 障害児の保護者 その属する世帯の世帯員全員に係る市町村民税（利用決定のあっ

た日の属する年度（当該日が４月から６月までの場合にあっては、前年度）における

市町村民税をいう。以下同じ。）が非課税の場合又は市町村民税の所得割の額（上越

市市税条例（昭和４６年上越市条例第７７号）附則第５条の３の規定により市民税の

住宅借入金等特別税額控除の適用を受ける場合にあっては、その適用前の市民税の所

得割の額）をいう。以下同じ。）の合計額が２８万円未満の場合 

イ ア以外の利用決定者 当該利用決定者及びその同一の世帯に属する配偶者に係る市

町村民税が非課税の場合又は市町村民税の所得割の額の合計額が１６万円未満の場合 

⑵ 利用決定者又はその属する世帯の世帯員が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

第６条第１項に規定する被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号。以下「中国残留邦人等支援法」という。）第１４条の規定により支援給付を受けて

いる人である場合 

３ 前項第１号ア及びイに規定する市町村民税の所得割の額で平成２４年度以降の年度分の

ものは、控除廃止の影響を受ける負担上限月額の算定等（厚生労働省令社会・援護局障害

保健福祉部所管の制度に限る。）に係る取扱いについて（平成２４年６月２５日付け障発

０６２５第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の規定を適用して算定す

るものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、利用決定者が支払うべき額の１月における合計額が別表第

２の左欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に定める負担上限月額を超える場合は、当該利

用決定者が１月において支払うべき額は、当該負担上限月額を限度とする。ただし、障害



者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０

号。以下「令」という。）附則第１１条の規定に該当する場合にあっては、同条の規定に

より算出した額とこの項の本文の規定により算出した額のいずれか低い方の額とする。 

５ 市長は、利用決定者が前項の負担上限月額を支払うことにより、生活保護法第２条に規

定する保護又は中国残留邦人等支援法第１４条第１項に規定する支援給付（以下「保護

等」という。）を必要とする状態になると認めるときは、保護等を必要としない区分とな

るまで別表第２に定める当該利用決定者に係る負担上限月額の区分を変更することができ

る。 

（請求） 

第１２条 サービスの提供を行った登録事業者は、利用決定者の利用の実績を確認すること

ができる書類を添付の上、市長が別に定める請求書により、費用から前条第１項及び第２

項の規定により利用決定者が支払った額を減じて得た額（以下「公費負担額」という。）

を請求するものとする。 

（サービス提供事業者） 

第１３条 サービスを提供することができる事業者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める事業所とする。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

 ⑴ 移動支援サービス 法第２９条第１項の指定障害福祉サービス事業者（以下「指定障

害福祉サービス事業者」という。）又は法第３０条第１項第２号イの基準該当事業所

（以下「基準該当事業所」という。）のうち、指定障害福祉サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準等に関する省令（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下

「指定障害福祉サービス基準」という。）による居宅介護（通院介助に限る。）、行動

援護及び重度訪問介護に係る指定事業所並びに改正前の指定障害福祉サービス基準（平

成１８年厚生労働省令第５６号。以下「改正前の指定障害福祉サービス基準」とい

う。）による外出介護に係る指定事業所 

⑵ 生活サポートサービス 指定障害福祉サービス事業者又は基準該当事業所のうち、指

定障害福祉サービス基準による居宅介護に係る指定事業所 

⑶ 日中一時支援サービス 指定障害福祉サービス事業者又は基準該当事業所のうち、改

正前の指定障害福祉サービス基準による短期入所に係る指定事業所（以下「短期入所指

定事業所」という。）並びに廃止前の上越市障害児放課後支援事業実施要綱（平成１７

年４月１日実施）第１１条の規定により事業の委託を受けていた事業所（以下「放課後

支援事業受託事業所」という。） 

⑷ 訪問入浴サービス 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項の指定居



宅サービス事業者又は同法第４２条第１項第２号の基準該当居宅サービスを行う事業者

のうち、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等に関する省令

（平成１８年厚生労働省令第３３号）による訪問入浴介護に係る指定事業所並びに廃止

前の上越市重度身体障害者訪問入浴サービス事業実施要綱（平成１２年４月１日実施）

第２条の規定により事業の委託を受けた事業所 

（事業者の登録等） 

第１４条 サービスの提供を行おうとする事業者は、障害者地域生活支援事業サービス提供

事業者登録申請書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、これを審査し、登録の可否を決定したと 

                          決定 
きは、障害者地域生活支援事業サービス提供事業者登録  通知書（第５号様式）により 

    却下 

通知するものとする。 

３ 登録事業者は、登録した事項に変更が生じたときは障害者地域生活支援事業サービス提

供事業者登録事項変更届（第６号様式）により、事業を廃止し、若しくは休止し、又は再 

開をしようとするときは障害者地域生活支援事業サービス提供事業者廃止届（第７号様 
開をしようとするときは障害者地域生活支援事業サービス提供事業者休止届（第７号様 
開をしようとするときは障害者地域生活支援事業サービス提供事業者再開届（第７号様 

 式）により速やかに市長に届け出なければならない。 

 （事業者の責務） 

第１５条 登録事業者は、市、関係機関及び他の登録事業者等と十分連携を保ち、円滑な事

業運営が図られるよう努めなければならない。 

２ 登録事業者は、利用決定者に対し、当該登録事業者が提供するサービスの内容（受入れ

ができない場合にあっては、その理由）等について、十分な説明を行わなければならない。 

３ 登録事業者は、日中一時支援サービスに係る食事サービス又は訪問入浴サービスを提供

するときは、当該サービスの利用者の健康等を十分考慮するとともに、食品衛生管理につ

いて十分配慮しなければならない。 

４ 登録事業者は、利用決定に係る障害者等に対して適切なサービスを提供できるよう、事

業所ごとに従業者の配置及び勤務の体制を確保するとともに、従業者の資質の向上に努め

なければならない。 

５ 登録事業者は、サービスを提供する際に事故が発生したときは、市、家族等に速やかに

連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

６ 登録事業者は、その従業者、会計及び利用決定者へのサービス提供記録に関し、必要な

帳簿書類を整備し、サービスを提供した日から５年間保存しなければならない。 

７ 登録事業者及びその従業者は、正当な理由なく業務上知り得た利用者等に関する秘密を



漏らしてはならない。 

（報告の徴収等） 

第１６条 市長は、サービスの提供に関し必要があると認めるときは、登録事業者から報告

若しくは帳簿書類その他の書類の提示を求め、又はサービスの実施状況について調査する

ことができる。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年１１月２日から実施する。 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、平成２０年７月１日から実施する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の上越市障害者地域生活支援事業移動支援サービス等実施要綱の規定は、この要

綱の実施の日以後に決定のあるサービスの利用について適用し、同日前に決定のあったサ

ービスの利用については、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年１２月１日から実施する。 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から実施する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の別表第１の規定は、この要綱の実施の日以後に決定のあるサービスの利用につ

いて適用し、同日前に決定のあったサービスの利用については、なお従前の例による。 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の上越市障害者地域生活支援事業移動支援サービス等実施要綱の規定は、この要

綱の実施の日以後に決定のあるサービスの利用について適用し、同日前に決定のあったサ

ービスの利用については、なお従前の例による。 

３ この要綱の実施の際現に交付され、又は保有している改正前の上越市障害者地域生活支



援事業移動支援サービス等実施要綱に規定する様式は、当分の間、適宜、適切な修正を加

えて、改正後の上越市障害者地域生活支援事業移動支援サービス等実施要綱に規定する様

式の相当する様式として使用することができる。 

   附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、平成２３年８月３１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施の際現に交付され、又は保有している改正前の上越市障害者地域生活支

援事業移動支援サービス等実施要綱に規定する様式は、当分の間、適宜、適切な修正を加

えて、改正後の上越市障害者地域生活支援事業移動支援サービス等実施要綱に規定する様

式の相当する様式として使用することができる。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年９月２０日から実施する。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、平成２５年１月１日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要綱の実施の際現に交付され、又は保有している改正前の第４号様式は、当分の間、

適宜、適切な修正を加えて、改正後の第４号様式に相当する様式として使用することがで

きる。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年１０月１日から実施する。 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施の際現に交付され、又は保有している改正前の上越市障害者地域生活支

援事業移動支援サービス等実施要綱に規定する様式は、当分の間、適宜、適切な修正を加

えて、改正後の上越市障害者地域生活支援事業移動支援サービス等実施要綱に規定する様

式の相当する様式として使用することができる。 



 

別表第１（第１１条関係） 

⑴ サービス（日中一時支援サービスを除く。） 

サービス名 報酬基準額 

移動支援サービス 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービス及び基準該当障害福祉サー

ビスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生

労働省告示第５２３号。以下「算定基準」という。）に基づ

き算定した額 

生活サポートサービス 算定基準に基づき算定した額 

訪問入浴サービス 
利用１回につき１２，５００円（当日に当該利用を中止した

ときは、６，２５０円） 

⑵ 日中一時支援サービス 

区 分 標準時間 区分１ 区分２ 

Ⅰ型 
４時間 ２，８３０円 ２，４００円 

８時間 ５，２５０円 ４，３９０円 

Ⅱ型 
４時間 ２，１４０円 １，７１０円 

８時間 ４，１００円 ３，２４０円 

Ⅲ型 
４時間 １，８７０円 １，６８０円 

８時間 ３，７４０円 ３，１８０円 

医療機関型 
４時間 ４，８５７円  

８時間 ９，７１５円  

  備考 この表において、次に掲げる用語の意義は、次に掲げる区分 

に応じ、それぞれ次に定めるところによる。 

１ Ⅰ型 放課後支援事業受託事業所が日中一時支援事業を行う 

場合をいう。 

  ２ Ⅱ型 短期入所指定事業所のうち、利用者に対し送迎サービ 

スを実施している事業所が日中一時支援事業を行う場合をいう。 

  ３ Ⅲ型 短期入所指定事業所のうち、備考２に定める事業所以 

外の事業所が日中一時支援事業を行う場合をいう。 

４ 医療機関型 短期入所指定事業所のうち、医療機関が重症心 

身障害児及び重症心身障害者に対し日中一時支援事業を行う場 

合をいう。 

５ ４時間 日中一時支援事業を５時間未満の時間内で利用した 



場合をいう。 

６ ８時間 日中一時支援事業を５時間以上８時間以内の時間内 

で利用した場合をいう。 

７ 区分１ 利用者の障害の程度が障害児に係る厚生労働大臣が 

定める区分（平成１８年厚生労働省告示第５７２号。以下「障 

害程度区分」という。）第１号に該当する場合をいう。 

８ 区分２ 障害程度区分第２号又は第３号に該当する場合をい 

う。 

 

別表第２（第１１条関係） 

区 分 負担上限月額 

生活保護 ０円 

低所得 ０円 

一般１ ４，６００円 

一般２ ６，２００円 

備考 この表の区分欄に掲げる区分に 

該当する人は、それぞれ、次に定め 

るところによる。 

  ⑴ 生活保護 令第１７条第１項第 

４号の厚生労働省令で定めるもの 

に該当する人又は中国残留邦人等 

支援法による支援給付受給世帯に 

属する人 

  ⑵ 低所得 令第１７条第１項第４ 

号の市町村民税を課されない者に 

該当する人 

  ⑶ 一般１ 令第１７条第１項第２ 

号又は第３号の規定に該当する人 

  ⑷ 一般２ 令第１７条第１項第１ 

号の規定に該当する人 



第１号様式（第４条関係） 

                              決定 
障害者地域生活支援事業利用兼利用者負担額減額・免除  通知書 

                                 却下 

 

                                  第      号 

                                  年  月  日 

         様 

                                           上越市長      □印  

 

 

     年  月  日付けで申請のあった障害者地域生活支援事業の利用について、次 

    決定 
のとおり  したので通知します。 
    却下 

決定 

受 給 者 証
番     号 

          
利用決定障害者 
（保護者）氏名 

 

利用決定年月日  
利用決定に係る 
障 害 児 氏 名 

 

有 効 期 間     年  月  日から    年  月  日まで 

利
用
決
定
内
容 

サービスの種類 サービスの内容及び量 有効期間 

  
   年  月  日から 

   年  月  日まで 

  
   年  月  日から 

   年  月  日まで 

  
   年  月  日から 

   年  月  日まで 

特 記 事 項  

利用者負担上限月額          円 
左の上限月額の 
適 用 期 間 

 

食 事 利 用 減 免 対 象   □該当 □非該当 
左 の 減 免 の 
適 用 期 間 

 

却下 理 由  

（付記） 

⑴ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起



算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

⑵ この決定について、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に、市を被告として（訴訟において市を代表する者は、市長となります。）処分の取消

しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると

処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記⑴の審査請

求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、当該審査請求

に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、当該

審査請求に対する裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができなくなります。）。 



  

 

 

 

 

第２号様式（第４条関係） 

 （一） 

 
地域生活支援事業受給者証 

受給者証番号  

利
用
決
定
障
害
者
等 

住（居）所  

フリガナ  

氏 名  

生年月日 年  月  日 

障 

害 

児 

フリガナ  

氏 名  

生年月日 年  月  日 

障 害 種 別 １    ２    ３ 

交付年月日  年  月  日 

支給市町村名 

及び印 
 

 

（二） 

 
支給決定内容 

サービス種別  

サービスの量  

利用決定期間 年 月 日から  年 月 日まで 

サービス種別  

サービスの量  

利用決定期間 年 月 日から  年 月 日まで 

サービス種別  

サービスの量  

利用決定期間 年 月 日から  年 月 日まで 

予備欄 

 

（三） 

 
利用者負担に関する事項 

利用者負担割合 

（原則） 
１割 負担上限月額  

適用期間 年 月 日から  年 月 日まで 

特記事項欄 

予備欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
（四） 

 

（五） 

 

（六） 

 番

号 
事業者記入欄 

１ 

事業者及びその事

業所の名称 
 

サ ー ビ ス 内 容   事業者確認印 

契 約 提 供 量      
 

契 約 日  年  月  日 

当該契約提供量による

サービス提供終了日 
 年  月  日 事業者確認印 

サービス提供終了月中

の終了日までの既提供

量 
  

２ 

事業者及びその事

業所の名称 
 

サ ー ビ ス 内 容   事業者確認印 

契 約 提 供 量   
 

契 約 日   年  月  日 

当該契約提供量による

サービス提供終了日 
 年  月  日 事業者確認印 

サービス提供終了月中

の終了日までの既提供

量 
  

３ 

事業者及びその事

業所の名称 
 

サ ー ビ ス 内 容   事業者確認印 

契 約 提 供 量   
 

契 約 日  年  月  日 

当該契約提供量による

サービス提供終了日 
 年  月  日 事業者確認印 

サービス提供終了月中

の終了日までの既提供

量 
  

 

番

号 
日中一時支援事業者実績記入欄 

 事業所名 実施日 日数 月累計 確認印 

1      
2      
3      
4      
5      
6      
7      
8      
9      
10      
11      
12      
13      
14      
15      
16      
17      
18      
19      
20      
21      
22      
23      
24      
25      
26      
27      
28      
29      
30      
31      

 

注意事項欄 

１ この証は、各面をよく読んで大切に持っていて

ください。 

２ サービスを利用しようとするときは、必ずこの

証を登録事業者に提示してください。 

３ 利用期間を経過したときは利用者負担額の減免

を受けられませんので、利用期間を経過する前

に、上越市にこの証を添えて、利用の再申請をし

てください。 

４ サービスの量の変更を必要とする場合は、サー

ビスの量の変更の申請をすることができます。ま

た、他の種類のサービスを利用する必要がある場

合は、上越市に利用申請をしてください。 

５ この証の一、三面の記載事項に変更があったと

きは、１４日以内に、この証を添えて市町村にそ

の旨を届け出てください。 

６ 利用期間内に、住（居）所を移そうとする場合

は、事前に、上越市にご連絡、ご相談ください。

また、利用期間内に他の市区町村の区域に住

（居）所を移したときは、１４日以内に、この証

を添えて上越市に届け出てください。 

７ この証を破損したり、汚したり又は紛失したと

きは、速やかに届け出て、再交付を受けてくださ

い。また、再交付を受けた後、紛失したこの証を

発見したときは、速やかに上越市に返却してくだ

さい。 

８ 受給者の資格がなくなったときは、直ちにこの

証を上越市に返してください。 

９ 利用決定の内容欄に記載されていないサービス

については、利用者負担額の減免は、受けられま

せん。 
 

 



 

第３号様式（第７条関係） 

                                 決定 
障害者地域生活支援事業利用内容変更兼利用者負担額減額・免除変更  通知書 

                                    却下 

 

                                  第      号 

                                  年  月  日 

         様 

                                           上越市長      □印  

 

 

      年  月  日付けで申請のあった障害者地域生活支援事業の利用内容の変更 

          決定 
について、次のとおり  したので通知します。 
          却下 

決定 

受 給 者 証
番     号 

          
利用決定障害者 
（保護者）氏名 

 

変更決定年月日  
利用決定に係る 
障 害 児 氏 名 

 

変 更 内 容 

変更前  

変更後  

却下 理 由  

備考 受給者証を       課に提出してください。ただし、既に受給者証を提出され

ている人は、提出不要です。 

 

 提出期限     年  月  日 

 

（付記） 

⑴ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して

１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

⑵ この決定について、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、

市を被告として（訴訟において市を代表する者は、市長となります。）処分の取消しの訴



 

えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記⑴の審査請求をした場合

は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、当該審査請求に対する裁決があっ

たことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、当該審査請求に対する裁決

の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなく

なります。）。 



 

第４号様式（第１４条関係） 

障害者地域生活支援事業サービス提供事業者登録申請書 
 

年  月  日 
 
（宛先）上越市長 

                       事業者 所 在 地 

                           名 称 

                           代表者の氏名       □印  

 

 次のとおり障害者地域生活支援事業サービス提供事業者の登録を受けたいので申請します。 

  事業所所在地市町村番号   

申

請

者 

フ リ ガ ナ   

名 称   

主たる事務所の
所 在 地 

（郵便番号       ） 

  

法人である場合
そ の 種 別 

  法人所轄庁   

連絡先 電話番号   ＦＡＸ番号   

代表者の職・氏名 職 名 
  フ リ ガ ナ   

  氏 名   

代 表 者 の 住 所 
（郵便番号       ） 

  

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
の
種
類 

フ リ ガ ナ   

名 称   

事業所の所在地 
（郵便番号       ） 

  

同 一 所 在 地 に
おいて行う事業
等 の 種 類 

申 請
事 業 

登録申請をする
事業等の事業開
始 予 定 年 月 日 

添 付
す る
付 表 

指 定 済
事 業 等 

他の法律において既に
指定等を受けている
事業等の指定等年月日 

備
考 

        

  

           

            

            

            

事業所番号 
同一の法律において既に指定等を受けている場合 

  
                            

備考 

 １ 事業所所在地市町村番号の欄には記載しないでください。 

２ 法人である場合その種別の欄には、申請者が法人である場合に、社会福祉法人、医療



 

法人、社団法人、財団法人、株式会社、有限会社等の別を記入してください。 

３ 法人所轄庁の欄には、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載し

てください。 

４ 同一所在地において行う事業等の種類の欄には、今回登録申請をする事業及び既に指

定又は登録を受けている事業の種類を記載し、申請事業又は指定済事業等の該当する箇

所に○を記載してください。 

５ 事業所番号の欄には、新潟県又は他の市町村において既に事業所としての指定又は登

録を受け、番号が付されている場合に、その事業所番号を記載してください。複数の番

号を有する場合には、適宜様式を補正して、その全てを記載してください。 

６ この申請書を提出した事業者は、利用者に代わり、給付費及び食事提供給付費を受け

取ることができます。 

 



 

付表１ 移動支援サービス又は生活サポートサービス事業者の登録に係る記載事項 

 

事

業

所 

フリガナ   

名 称   

所 在 地 
（郵便番号     ） 

  

連 絡 先 電話番号   ＦＡＸ番号   

管

理

者 

フリガナ   

住 所 

（郵便番号    ） 

氏 名   
  

居宅介護事業従業者等との兼務の有無 有 ・ 無   

同一敷地内の他の事業所
又は施設の従業者との兼
務（兼務の場合記入） 

事業所等の名称   

兼務する職種及び
勤務時間等 

  

  

サービスの実施について定めてある定款又は条例等の条項 第  条第  項第  号 

サービス提
供責任者 

フリガナ   
住 所 

（郵便番号     ） 

氏 名   

  従業者の職種・員数 

居宅介護事業
従 業 者 

その他の従業者 

  

専 従 兼 務 専 従 兼 務 

  

従業者数 
常 勤（人）         

非常勤（人）         

常勤換算後の人数（人）     

基準上の必要人数（人）     

  主な掲示事項 

  

営 業 日  

営 業 時 間  

サ ー ビ ス の 内 容 □移動支援サービス □生活サポートサービス 

主 た る 対 象 者 
移 動 支 援 

特定なし・身体障害者（全身性障害者・視覚
障害者）・知的障害者・障害児・精神障害者 

生活サポート 
特定なし・身体障害者・知的障害者・障害児
・精神障害者 

利 用 料  

そ の 他 の 費 用  

通常の事業の実施地域  

その他参考となる事項 

第三者評価の実施状況 □済 □未済   

苦情解決の窓口・担当者 連絡先   担当者   

その他   

添 付 書 類 

定款及び登記事項証明書又は条例等、事業所平面図、管理者
及びサービス提供責任者の経歴書、運営規程、利用者からの
苦情を解決するために講ずる措置の概要、勤務体制・形態一
覧表、資産状況（貸借対照表、財産目録等）、設備、備品等
一覧表、その他の書類 

  



 

 

（ただし、法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービ
ス事業者又は法第３０条第１項第２号イに規定する基準該当
事業所である場合は、当該指定及び当該登録に係る決定通知
の写しを添付するだけでよいものとする。） 

備考 

 １ 基準上の必要人数の欄には、記載しないでください。 

 ２ 主な掲示事項の欄には、その内容を簡潔に記載してください。 

 ３ 出張所等がある場合は、付表１－２にも記載してください。また、従業者については、

この様式中に出張所に勤務する職員も含めて記載してください。 

 ４ その他の費用の欄には、利用者に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容につい

て記載してください。 

 ５ 通常の事業の実施地域の欄には、市町村名を記載することとし、当該地域の全部又は

一部の別を記載してください。なお、一部の地域が実施地域である場合は、適宜地図を

添付してください。 

 ６ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか別葉に記載した書類を添付して

ください。 

 



 

付表１―２ 移動支援サービス・生活サポートサービスを事業所所在地以外の場所で一部実

施する場合の記載事項 

事

業

所 

フリガナ   

名 称   

所 在 地 

（郵便番号     ） 

  

連 絡 先 電 話 番 号   ＦＡＸ番号   

  主な掲示事項 

  

営 業 日   

営 業 時 間   

サービスの内容 □移動支援事業  □生活サポート事業 

主 た る 対 象 者 
移動支援 

特定なし・身体障害者（全身性障害者・視覚障害
者）・知的障害者・障害児・精神障害者 

生活サポート 
特定なし・身体障害者・知的障害者・障害児・ 
精神障害者 

利 用 料   

そ の 他 の 費 用   

通常の事業の実施
地域 

  

その他参考となる
事項 

第三者評価の実施状況 □済 □未済   

苦情解決の窓口・担当者 連絡先   担当者   

そ の 他   

添 付 書 類 

定款及び登記事項証明書又は条例等、事業所平面図、管理者及び

サービス提供責任者の経歴書、運営規程、利用者からの苦情を解

決するために講ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、資産状

況（貸借対照表、財産目録等）、設備、備品等一覧表、その他の

書類 

（ただし、法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事

業者又は法第３０条第１項第２号イに規定する基準該当事業所で

ある場合は、当該指定及び当該登録に係る決定通知の写しを添付

するだけでよいものとする。） 

備考 

 １ 主な掲示事項の欄には、その内容を簡潔に記載してください。 

 ２ その他の費用の欄には、利用者に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容につい

て記載してください。 

 ３ 通常の事業の実施地域の欄には、市町村名を記載することとし、当該地域の全部又は

一部の別を記載してください。なお、一部の地域が実施地域である場合は、適宜地図を

添付してください。 

 ４ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか別葉に記載した書類を添付して

ください。



 

付表２ 日中一時支援サービスの事業所の登録に係る記載事項 

 

事

業

所 

フ リ ガ ナ   
名 称   

所 在 地 
（郵便番号    ） 

  

連 絡 先 電話番号   ＦＡＸ番号   

管

理

者 

フ リ ガ ナ   

住 所 

（郵便番号    ） 

氏 名   
  

同一敷地内の他の事業
所又は施設の従業者と
の兼務（兼務の場合記
入） 

事業所等の名称   

兼務する職種及
び勤務時間等 

  

  

併設（本体）施設 名称  

 施設種別等  併設（本体）施設の入所者の定員（数）  

事業所の居室 １室の最大定員（人）  入所者１人当たりの最小床面積 ㎡ 

従業者の 
職種・員数（人） 

ｻｰﾋﾞｽ管理
責任者 

医師 
看護職員 

心理判定員 
合計 保健師 看護師 准看護師 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

  
従業者数 

常 勤               

非常勤               

常勤換算後の人数        

基準上の必要人数        

 

職能判定員 

理学療法士等 
あん摩ﾏｯｻ 

ｰｼﾞ指圧師 
生活支援員 

合計 理学療法士 作業療法士 
機能訓練指 

導員 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

  
従業者数 

常 勤               

非常勤               

常勤換算後の人数        

基準上の必要人数        

 
職業指導員 就労支援員 介護職員 児童指導員 保育士 

精神保健福 

祉士 

その他 

従業者 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 

 

 

 

兼務 

 

 
  

従業者数 
常 勤             

非常勤              
 

常勤換算後の人数       

基準上の必要人数        

当該事業の実施について定めてある定款又は条例等 第 条第 項第 号 

主な掲示事項 

  

主 た る 対 象 者 特定なし・身体障害者・知的障害者・障害児・精神障害者 

利 用 料   

そ の 他 の 費 用   

通常の送迎の実施地域   

そ の 他 参 考 と な る 
事項 

第三者評価の実施状況 □済 □未済   

苦 情 解 決 の 窓 口  連絡先   担当者   

そ の 他   

協 力 医 療 機 関 名 称  主な診療科名  



 

添 付 書 類 

定款及び登記事項証明書又は条例等、建物の構造概要及び平面図、

管理者の経歴書、運営規程、利用者からの苦情を解決するために講

ずる措置の概要、勤務体制・形態一覧表、資産状況（貸借対照表、

財産目録等）、設備、備品等一覧表、協力医療機関との契約内容が

分かるもの、その他の書類 

（ただし、法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業

者である場合は、当該指定に係る決定通知の写しを添付するだけで

よいものとする。） 

備考 

 １ 基準上の必要人数の欄には、記載しないでください。 

 ２ 併設（本体）施設の入所者の定員（数）の欄には、併設事業所の定員を記載してくだ

さい。 

 ３ 兼務の欄には、本体施設との兼務を行う職員について記載してください。 

 ４ 主な掲示事項の欄には、その内容を簡潔に記載してください。 

 ５ その他の費用の欄には、利用者に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容につい

て記載してください。 

 ６ 通常の送迎の実施地域の欄には、市町村名を記載することとし、当該地域の全部又は

一部の別を記載してください。なお、一部の地域が実施地域である場合は、適宜地図を

添付してください。 

 ７ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか別葉に記載した書類を添付して

ください。 

 



 

付表３ 訪問入浴サービスの事業所の登録に係る記載事項 

 

事

業

所 

フリガナ   
名 称   

所 在 地 

（郵便番号     ） 

  
連 絡 先 電話番号   ＦＡＸ番号   

管

理

者 

フリガナ   

住 所 

（郵便番号    ） 

氏 名   
  

他の職務等との兼務の有無 有 ・ 無   

 
 

 

当該訪問入浴介護・介護予防訪問入浴
介護事業所内での他の職務との兼務 

職種   

同一敷地内の他の事業所 
又は施設の従業者との兼 
務（兼務の場合記入） 

事業所等の名称   

兼務する職種及び
勤務時間等 

  

  

当該事業の実施について定めてある定款又は条例等の条項 第 条第 項第 号 

  従業者の職種・員数 

看 護 師 
准 看 護 師 

介 護 職 員 

 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 

  

従業者数 
常 勤（人）         

非常勤（人）         

常勤換算後の人数（人）     

基準上の必要人数（人）     

  主な掲示事項 

  

営 業 日  

営 業 時 間  

サ ー ビ ス の 内 容  

利 用 料  

そ の 他 の 費 用  

通常の事業の実施地域  

その他参考となる事項 

第三者評価の実施状況 している・していない   

苦情解決の窓口・担当者 窓口（連絡先）   担当者   

その他   

協 力 医 療 機 関 名 称  主な診療科目  

添 付 書 類 

定款及び登記事項証明書又は条例等、事業所平面図、管理者の経

歴書、運営規程、利用者からの苦情を解決するために講ずる措置

の概要、勤務体制・形態一覧表、資産状況（貸借対照表、財産目

録等）、設備、備品等一覧表、その他の書類 

（ただし、介護保険法第４１条第１項に規定する指定居宅サービ

ス事業者又は同法第４２条第１項第２号に規定する基準該当居宅

サービスを行う事業者である場合は、当該指定及び当該登録に係

る決定通知の写しを添付するだけでよいものとする。） 

備考 

 １ 基準上の必要人数の欄には、記載しないでください。 



 

 ２ 主な掲示事項の欄には、その内容を簡潔に記載してください。 

 ３ 出張所等がある場合は、付表１－２にも記載してください。また、従業者について

は、本様式中に出張所に勤務する職員も含めて記載してください。 

 ４ その他の費用の欄には、利用者に直接金銭の負担を求める場合のサービス内容につ  

いて記載してください。 

５ 通常の事業の実施地域の欄には、市町村名を記載することとし、当該地域の全部又

は一部の別を記載してください。なお、一部の地域が実施地域である場合は、適宜地

図を添付してください。 

 ６ 記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか別葉に記載した書類を添付して  

ください。 

 



 

第５号様式（第１４条関係） 

                             決定 
障害者地域生活支援事業サービス提供事業者登録  通知書 

                             却下 

 

第     号 

年  月  日 

         様 

 

上越市長       □印   

 

 次のとおり障害者地域生活支援事業サービス提供事業者の登録を決定したので通知しま 
次のとおり障害者地域生活支援事業サービス提供事業者の登録を  したので通知しま 

 次のとおり障害者地域生活支援事業サービス提供事業者の登録を却下したので通知しま
す。 
 

決定 

事 業 所 名 
 

 

所 在 地 
 

 

登録する障害者地

域生活支援事業サ

ービスの種類 

 

 

事 業 所 番 号 
 

 

登 録 年 月 日 
 

 

備 考 
 

 

却下 理 由  

（付記） 

⑴ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に、市長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起

算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

⑵ この決定について、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に、市を被告として（訴訟において市を代表する者は、市長となります。）処分の取消

しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると



 

処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記⑴の審査請

求をした場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、当該審査請求

に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、当該

審査請求に対する裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを

提起することができなくなります。）。 

 



 

第６号様式（第１４条関係） 

障害者地域生活支援事業サービス提供事業者登録事項変更届 

年  月  日 

（宛先）上越市長 

                      事業者 所 在 地 

                          名 称 

                          代表者の氏名        ○印  

 

 次のとおり登録を受けた事項について変更があったので届け出ます。 

 事 業 所 番 号  

登録内容を変更した事業所 

名 称  

所 在 地  

サービスの種類  

変更があった事項 変 更 の 内 容 

１ 事業所（施設）の名称  
（変更前） 

２ 事業所（施設）の所在地（設置の場所） 

３ 申請者（設置者）の名称 

４ 主たる事務所の所在地 

５ 代表者の氏名及び住所 

６ 
定款及び登記事項証明書又は条例等（当該指
定に係る事業に関するものに限る。） 

７ 事業所（施設）の平面図及び設備の概要 

８ 事業所（施設）の管理者の氏名及び住所 

９ 事業所のサービス提供責任者の氏名及び住所 

１０ 主たる対象者 （変更後） 

１１ 運営規程  

１２ 
介護給付費等（施設訓練等支援費）の請求に
関する事項 

１３ 事業所の種別（併設型又は空床型の別） 

１４ 
併設型における利用者の推定数又は空床型に
おける当該施設の入所者の定員 

１５ 
協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該
協力医療機関との契約内容 

１６ 
知的障害者援護施設等との連携体制及び支援
の体制の概要 

１７ 当該申請に係る事業の開始予定年月日 

１８ 
併設する施設がある場合の当該併設施設の概
要 

変 更 年 月 日 年  月  日 

備考 

 １ 該当する項目番号に○を付けてください。 



 

 ２ 変更内容が分かる書類を添付してください。 

 ３ 変更の日から１０日以内に届け出てください。 



 

第７号様式（第１４条関係） 

                             廃止 
         障害者地域生活支援事業サービス提供事業者休止届 
                             再開 

年  月  日 

（宛先）上越市長 

                      事業者 所 在 地  

                          名 称 

                          代表者の氏名        ○印  

 

                          □廃止 
 次のとおり障害者地域生活支援事業サービス提供事業を□休止するので届け出ます。 
                          □再開 

 事 業 所 番 号  

 □廃止 

 □休止する事業所 

 □再開 

名 称   

所 在 地   

サービスの種類   

廃止し、休止し又は再開する年月日 年  月  日 

廃 止 し 、 又 は 休 止 す る 理 由 

  

現に当該障害者地域生活支援事業を利
用していた者に対する措置（廃止又は
休止をした場合のみ） 

  

休 止 予 定 期 間 
  年  月  日から 

 年  月  日まで 

備考 事業の再開に係る届出にあっては、当該事業に係る従業者の勤務の体制又は形態が休

止前と異なる場合には、勤務体制・形態一覧表を添付してください。 

 


